
2018年 10月 29日 

株式会社東京金融取引所 

金利先物等清算参加者の資格要件の変更について 

 

 

平素は、本取引所の運営に関し、格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

本取引所では、参加者層の拡大及び金利先物等市場の活性化を図るため、金利先物等清算参加者の資格要件の変更を検討しています。 

本件の内容については、別紙の制度要綱案の通りです。 

 

 

以上



2018年 10月 29日 

株式会社東京金融取引所 

金利先物等清算参加者の資格要件の変更に係る制度要綱（案） 

項目 内容 備考 

Ⅰ．趣旨 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．内容 

１．他社清算参加者と自社

清算参加者 

 

 

 

２．財産的基礎 

・本取引所設立時は大手の銀行や証券会社を参加者として想定していた

ため、金利先物等取引の清算参加者の要件のうち財産的基礎には純資

産額 500 億円以上などの高い基準が設定され、その内容は 30 年近く

見直されてこなかった。 

・一方で、SPAN®の採用や FMI原則による清算預託金算出方法の厳格

化など、リスク管理手法は高度化されてきた。 

・2005年から取引所為替証拠金取引（くりっく 365）を開始し、同取引

の清算参加者の要件のうち財産的基礎には純資産額 20 億円以上など

の基準を設定した。これにより、新たに中小規模の参加者が加わった

が、これまでリスク管理上、特段の問題は発生していない。 

・今般、金利先物等取引の清算参加者の要件のうち財産的基礎を見直す

とともに、取引資格及び清算資格の取得料を見直し、参加者層の拡大

及び金利先物等取引の活性化を図るもの。 

 

 

・有価証券等清算取次ぎを行うことができる金利先物等清算参加者を

「金利先物等他社清算参加者」といい、有価証券等清算取次ぎを行う

ことができない金利先物等清算参加者を「金利先物等自社清算参加者」

という。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・現行の制度では、金利先物等取

引には他社清算参加者と自社清

算参加者の別を設けていない

（他社清算のみ）。 
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項目 内容 備考 

（１）他社清算参加者の 

財産的基礎 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a.から f.までの要件を満たすこと。 

a. 資本金の額が 3億円以上であること。 

b. 純資産額が 200億円以上であること。または、純資産額が 10億円

以上 200 億円未満であり、a.、c.及び e.又は f.の要件を満たし、か

つ、安定的な収益力が見込まれる純資産額が 200億円以上の清算資

格取得申請者の総株主の議決権の過半数を有する法人（以下「親会

社」という。）が、本取引所が承認する様式及び内容による保証に関

する書面を本取引所に提出することにより、当該金利先物等清算参

加者の名において成立した金利先物等取引により生ずる債務につい

て取引所に対する保証を受けること。 

c. 金融商品取引業者にあっては、金融商品取引法（以下「法」という）

第 46条の 6第 1項に規定する自己資本規制比率(金融商品取引業者

であって、業務の種別として第一種金融商品取引業の登録を受けて

いない法人にあっては、法第 46条の 6第 1項の規定に準じて算出

した比率とする。以下同じ。)が 200パーセント以上であること。 

d. 清算参加者として安定的な収益力が見込まれること。 

e. 特別金融商品取引業者（法第 57条の 2第 2項に規定する特別金融

商品取引業者のうち、法第 57条の 5第 2項の届出を行う者に限る。

以下同じ。）にあっては、平成 22年金融庁告示第 128号第 2条に規

定する方法により算出される連結自己資本規制比率（以下「川下連

結に係る連結自己資本規制比率」という。）が 200 パーセント以上

であること。 

 

 

・現行、金利先物等清算参加者の

要件のうち、財産的基礎は純資

産額が 500億円以上であること

等。 
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項目 内容 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）自社清算参加者の 

財産的基礎 

 

 

 

 

 

 

 

f. 対象特別金融商品取引業者（法第 57条の 12第 3項に規定する対象

特別金融商品取引業者をいう。以下同じ。）にあっては、平成 22年

金融庁告示第 130号第 2条に規定する連結自己資本規制比率（以下

「国際統一基準に係る連結自己資本規制比率」という。）について同

条第 1号に規定する連結普通株式等 Tier1比率（以下「連結普通株

式等 Tier1比率」という。）が 4.5パーセント以上、かつ、第 2号に

規定する連結 Tier1比率（以下「連結 Tier1比率」という。）が 6パ

ーセント以上、かつ、第 3号に規定する連結総自己資本規制比率（以

下「連結総自己資本規制比率」という。）が 8パーセント以上である

こと、又は同告示第 4条に規定する方法により算出される連結自己

資本規制比率（以下「川下連結の例による連結自己資本規制比率」

という。）が 200パーセント以上であること。 

 

a.から f.までの要件を満たすこと。 

a. 資本金の額が 3億円以上であること。 

b. 純資産額が 20億円以上であること（ただし、これを実質的に満た

すものとして本取引所が特に認めた場合は、この限りでない。）。ま

たは、純資産額が 10億円以上 20億円未満であり、a.、c.及び e.又

は f.の要件を満たし、かつ、安定的な収益力が見込まれる純資産額

が 30 億円以上の清算資格取得申請者の親会社が、本取引所が承認

する様式及び内容による保証に関する書面を本取引所に提出するこ

とにより、当該金利先物等清算参加者の名において成立した金利先
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項目 内容 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．ユーロ円先物取引資格

取得料 

 

４．金利先物等清算資格取

得料 

 

Ⅲ．実施予定時期 

物等取引により生ずる債務について取引所に対する保証を受けるこ

と。 

c. 金融商品取引業者にあっては、法第 46条の 6第 1項に規定する自

己資本規制比率が 200パーセント以上であること。 

d. 清算参加者として安定的な収益力が見込まれること。 

e. 特別金融商品取引業者にあっては、川下連結に係る連結自己資本規

制比率が 200パーセント以上であること。 

f. 対象特別金融商品取引業者にあっては、国際統一基準に係る連結自

己資本規制比率について連結普通株式等 Tier1比率が 4.5パーセン

ト以上、かつ、連結 Tier1比率が 6パーセント以上、かつ、連結総

自己資本規制比率が 8パーセント以上であること、又は川下連結の

例による連結自己資本規制比率が 200パーセント以上であること。 

 

・10,000,000円とする。 

 

 

・5,000,000円とする。 

 

 

2018年 12月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・現行のユーロ円先物取引資格取

得料は 20,000,000円。 

 

・現行の金利先物等清算資格取得

料は 10,000,000円。 

 


